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平成３１年度商業・サービス競争力強化連携支援事業 

法認定計画に認定情報処理支援機関が参画する場合の添付資料について 

 

 平成３１年度商業・サービス競争力強化連携支援事業（新連携支援事業）公募要領では、

法認定計画において、「中小企業等経営強化法に基づき認定情報処理支援機関として認定

を受けた事業者」を含む場合、公募要領 P．２６（様式２－別紙３）のとおり、認定事業者名称

及び認定番号の記載、並びに 申請書提出時に「国（経済産業大臣）からの認定証の写し（１

部、A４サイズに縮小のこと）」を添付すること をもって加点対象としている。 

 

 認定情報処理支援機関制度の運用上、電子メールによる認定の通知が届いているもの

の、当該支援事業申請書提出時に、認定証未達の場合があるため、以下に示す資料の添付

をもって、申請時の認定証代替書類と認める こととする。 

 ただし、補助事業の採択が決定された場合、交付申請書提出時に「認定証の写し（１部、A

４サイズに縮小のこと）」を必ず添付すること 。 

 

【認定証代替書類として認められるもの】 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/gijut/2018/180709supporter.htm 

上記 URL にて公開されている「認定者一覧」のうち、該当する認定号の PDF ファイルを印刷

したもの（A４用紙に白黒印刷のこと） 

 

※ページ参照図 

 

 

該当する認定日

の情報を選択 

ページ遷移後 

https://www.chusho.meti.go.jp/keiei/gijut/2018/180709supporter.htm


 
認定機関一覧の PDF を印刷（A４・

白黒）、申請書に添付する 


